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大学共同利用機関法人自然科学研究機構事業報告書 

 

Ⅰ はじめに  

 

自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は、国立天文台、核融合科学研究所、基礎生物学研究所、

生理学研究所、分子科学研究所の 5 つの大学共同利用機関（以下「各機関」という。）から構成される大

学共同利用機関法人として、平成 16 年 4 月に発足した。 

 

本機構は、自然科学の更なる発展を目指して、各機関がその特色を活かしながら、先端的・学際的研

究を進めるとともに、我が国の自然科学の拠点として、大学及び大学附置研究所等との連携、自然探究

における新たな研究領域の開拓や問題の発掘及びそれぞれの分野における大学院教育等の人材育成の

強化を積極的に進めてきた。とりわけ研究面においては、各機関の専門分野における研究を一層推進し、

その役割と機能の充実を図るとともに、一つの法人となったメリットを活かして、5 機関が連携して自

然科学の新しい分野や問題を発掘することも目指している。平成 21 年度に新分野創成センターを設置

し、各機関の特長を横断的に活かし、学術的に新しい分野の発掘、及びその成長を促進する活動を行っ

ており、同センターの組織再編により、地球外生命の存在確認を目指す機構直轄の国際的共同研究拠点

である「アストロバイオロジーセンター」を平成 27 年度に創設することとしている。 

また、国際戦略本部からその機能を継承した研究力強化推進本部国際連携室において、引き続き「自

然科学研究機構国際戦略に関するアクションプラン」に取り組むとともに、自然科学の学際的研究拠点

として、国内をはじめ、欧州、米国、東アジア諸国などとも連携を深め、優れた研究者を世界規模で組

織した国際的研究拠点の形成に向けた取組も進めている。さらに、国際的研究拠点の形成の一環として、

欧州分子生物学研究所（EMBL）、ヨーロッパ南天天文台（ESO）、米国国立科学財団（NSF）、プリン

ストン大学等と国際共同研究等の実施について協定を締結している。 

 

平成 26 事業年度は、本機構が発足して 11 年目、第 2 期中期目標・中期計画期間の 5 年目に当たる。

これまでの研究成果を踏まえ、それらを更に発展させるべく、引き続き将来を見据えた視野に立って、

天文学、エネルギー科学、生命科学、物質科学等、多様な自然科学分野における世界最高水準の学術研

究を行うとともに、機構一体となって、異なる分野間の垣根を越えた先端的な新領域を開拓することに

より、21 世紀の新しい学問を創造し、社会に貢献することを目指してきた。 

 

また、機構長のリーダーシップの下、機構全体の研究力強化の推進体制を構築するため、平成 25 年

度に設置した研究力強化戦略会議、「研究力強化推進本部」及び「研究力強化戦略室」において、URA

を増員し体制を強化するとともに、「世界最高水準の自然科学研究の推進」と「世界最先端の共同利用・

共同研究環境を用いた大学等の研究力強化に寄与」することの 2 つの目標を達成するため、①国際的先

端研究の推進支援、②国内の共同利用・共同研究の推進支援、③国内外への情報発信・広報力強化、④

若手・女性・外国人研究者支援の 4 つの柱と「大学研究力強化ネットワーク」の構築による研究力強化

に取り組んだ。 

 

一方、国の厳しい財政状況の下、運営費交付金が削減されるなか、更なる学術研究の進展のために、

いかに限られた資源を有効に活用するとともに、大学共同利用機関としての機能を強化していくための

経費を確保していくかが財政運営上の大きな課題となっている。 

 

本機構としては、今後とも、上記財政運営上の課題に対応し、多様な自然科学分野における世界最高

水準の学術研究を推進するために、必要な予算の確保を図りつつ、業務運営の効率化をより一層進める

とともに、競争的資金等外部資金の積極的な拡大を図ることとしている。 
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Ⅱ 基本情報  

 

１．目標 

本機構は、宇宙、エネルギー、物質、生命等に関わる自然科学分野の拠点的研究機関を設置・運営

する。 

各機関は、自然科学分野における学術研究の発展を担う拠点として、先端的・学際的領域の学術研

究を行い、大学共同利用機関としての責任を果たすとともに、その成果を発信する機能を果たす。ま

た、国際的に優れた研究成果を上げるため、適切な自己点検や外部評価を実施する。 

更に、本機構は、大学の要請に基づいて、特色ある大学院教育を推進するとともに、若手研究者の

育成に努める。 

 

 

２．業務内容 

本機構の各機関は、天文学、核融合科学、物質科学、生命科学等、当該研究分野の卓越した拠点と

して、先端的で独創的な学術研究を持続的に推進することを使命としている。また、国公私立大学を

はじめとする我が国の研究者コミュニティーに研究データを公開提供するとともに、多くの情報を発

信することや、大規模な研究施設・設備を設置・運営し、これらを全国の大学等の研究者の共同利用

に供することにより、大学の研究者等との共同研究を活発に行い、効果的かつ効率的に世界をリード

する研究を推進している。各機関は、その専門分野を先導する中核拠点として、国内外の研究者との

共同利用・共同研究者の意見を反映して常に改善できる体制をとっている。このため、各機関では、

国公私立大学をはじめとする我が国の研究者コミュニティーを代表する外部委員を含む運営会議を

設置し、各機関の運営に当たっている。 

また、本機構は、各機関の特色を活かしながら、さらに各々の分野を超え、広範な自然の構造と機

能の解明に総合的視野で取り組んでいる。また、自然科学の新たな展開を目指し、新しい学術分野の

創出とその育成を進めるとともに、自然科学に対する理解を深める活動や研究成果の還元により社会

への貢献を進めている。 

本機構は、我が国における自然科学研究の最先端の場であるという特徴を活かし、総合研究大学院

大学及び連携大学院等をはじめとして、全国の大学と協力して特色ある大学院教育を進め、国際的に

活躍が期待される研究者の育成を積極的に推進している。 

また、各機関は、各分野における我が国の代表的な国際的学術研究拠点として、欧米、アジア諸国

などとの連携を進め、人材交流を含む国際間の研究交流を促進している。 

 

 

３．沿革 

昭和50年 分子科学研究所発足 

昭和52年 生物科学総合研究機構（基礎生物学研究所、生理学研究所）発足 

昭和56年 岡崎国立共同研究機構（分子科学研究所、基礎生物学研究所、生理学研究所）発足 

昭和63年 国立天文台発足 

平成元年 核融合科学研究所発足 

平成16年 大学共同利用機関法人自然科学研究機構発足 

 

 

４．設立根拠法 

国立大学法人法 
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５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省研究振興局学術機関課） 

 

 

６．組織図 

 

 

 

７．所在地 

自然科学研究機構   東京都三鷹市大沢2-21-1 

国立天文台      東京都三鷹市大沢2-21-1 

水沢VLBI観測所      岩手県奥州市水沢区星が丘町2-12 

野辺山宇宙電波観測所   長野県南佐久郡南牧村野辺山462-2 

 〃 太陽電波観測所          〃 

岡山天体物理観測所      岡山県浅口市鴨方町本庄3037-5 

ハワイ観測所         650 North A'ohoku Place, Hilo, Hawaii 96720 U.S.A 

チリ観測所        Calle Joaquin Montero 3000,Oficina 702,Vitacura,Santiago Chile 

核融合科学研究所   岐阜県土岐市下石町322-6 

基礎生物学研究所   愛知県岡崎市明大寺町字西郷中38 

生理学研究所     愛知県岡崎市明大寺町字西郷中38 

分子科学研究所    愛知県岡崎市明大寺町字西郷中38 

 

 

８．資本金の状況 

75,038,216,730 円（全額 政府出資）  
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９．学生の状況（平成26年5月1日現在） 

総合研究大学院大学の学生数 

機 関（基盤機関） 研 究 科 専   攻 学 生 数 

国立天文台 
物理科学研究科 

天文科学専攻 30名 

核融合科学研究所 核融合科学専攻 18名 

基礎生物学研究所 
生命科学研究科 

基礎生物学専攻 46名 

生理学研究所 生理科学専攻 45名 

分子科学研究所 物理科学研究科 
構造分子科学専攻 21名 

機能分子科学専攻 17名 

計 177名 

 

 

１０．役員の状況 

役員の定数は、国立大学法人法第 24 条により、機構長 1 人、理事 5 人、監事 2 人。任期は国立大

学法人法第 26 条において準用する同法第 15 条の規定、大学共同利用機関法人自然科学研究機構長の

任期に関する規程及び大学共同利用機関法人自然科学研究機構理事の選考等に関する規程の定める

ところによる。 

役職 氏  名 任 期（就任日） 主な経歴 

 

機構長 

 

 

 

 

 

 

 

佐藤 勝彦 

 

 

 

 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成22年4月1日） 

 

 

 

 

 

昭和51年12月 京都大学 

昭和57年12月 東京大学助教授 

平成２年10月 東京大学教授（～平成21年３月）

平成11年４月 東京大学大学院理学系研究科附属

ビッグバン宇宙国際研究センター

長 

平成13年４月 東京大学大学院理学系研究科研究

科長 

平成13年４月 東京大学理学部長 

平成15年４月 東京大学大学院理学系研究科附属

ビッグバン宇宙国際研究センター

長（～平成17年３月） 

平成22年４月 自然科学研究機構長（～現在） 

 

理 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飯澤 隆夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成25年4月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和55年３月 東京大学理学部採用 

昭和58年６月 文部省学術国際局国際教育文化課

昭和62年４月 文部省学術国際局国際教育文化課

二国間交流係主任 

昭和63年７月 文部省学術国際局国際企画課教育

文化交流室人物交流係主任 

昭和63年10月 文部省学術国際局国際企画課教育

文化交流室人物交流係長 

平成２年４月 文部省学術国際局国際企画課教育

文化交流室日本語教育係長 

平成３年10月 文部省学術国際局国際企画課教育

文化交流室日本語教育企画係長 

平成５年４月 文部省学術国際局研究機関課専門

職員 
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 平成７年４月 東京医科歯科大学経理課長 

平成８年10月 科学技術庁科学技術政策局計画課

国際政策室長補佐 

平成10年４月 文部省学術国際局国際企画課教育

文化交流室人物交流専門官 

平成12年４月 文部省学術国際局国際企画課課長

補佐 

平成13年１月 文部科学省大臣官房国際課課長補

佐 

平成17年４月 高エネルギー加速器研究機構総務

部長 

平成20年４月 文部科学省研究振興局情報課学術

基盤整備室長 

平成23年４月 東京海洋大学事務局長 

平成25年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構理事・事務局長（～現在）

 

理 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

小森 彰夫 

 

 

 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成27年３月31日 

（平成24年4月1日） 

 

昭和53年10月 日本学術振興会奨励研究員（東北

大学工学部） 

昭和54年９月 米国オークリッジ国立研究所研究

員 

昭和56年４月 東北大学助手工学部 

昭和59年４月 九州大学助教授大学院総合理工学

研究科 

平成５年１月 核融合科学研究所助教授 

平成７年４月 総合研究大学院大学助教授数物科

学研究科（併任）（～平成９年９月）

平成９年７月 核融合科学研究所教授 大型ヘリ

カル研究部プラズマ制御研究系 

平成９年10月 総合研究大学院大学教授数物科学

研究科（併任）（～平成16年３月）

平成15年４月 大型ヘリカル研究部研究総主幹

（併任）（～平成16年３月） 

平成16年４月 自然科学研究機構核融合科学研究

所教授大型ヘリカル研究部プラズ

マ制御研究系 

平成16年４月 自然科学研究機構核融合科学研究

所大型ヘリカル研究部研究総主幹

（併任）（～平成21年３月） 

平成16年４月 総合研究大学院大学担当教授物理

科学研究科（～現在） 

平成21年４月 自然科学研究機構核融合科学研究

所長・副機構長(～現在) 

平成24年４月 自然科学研究機構理事（～現在）

 

理 事 

 

 

大峯 巖 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

昭和51年10月 米国マサチューセッツ工科大学博

士研究員 

昭和52年４月 日本学術振興会奨励研究員 
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（平成25年4月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和55年４月 米国マサチューセッツ工科大学研

究助手 

昭和56年６月 慶応義塾大学理工学部助手 

昭和57年12月 岡崎国立共同研究機構分子科学研

究所理論研究系助教授 

平成６年４月 名古屋大学理学部教授 

平成８年４月 名古屋大学大学院理学研究科教授

平成15年１月 名古屋大学大学院理学研究科長・

理学部長（～平成17年12月） 

平成18年４月 名古屋大学理事・副総長 

平成21年４月 京都大学福井健一記念研究センタ

ーリサーチリーダー 

平成22年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構副機構長・分子科学研究所

長 

平成25年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構理事（～現在） 

 

理 事 

(非常勤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観山 正見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成24年4月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和58年６月 京都大学理学部助手 

平成元年３月 国立天文台理論天文学研究系助教

授 

平成４年11月 筑波大学助教授物理学系（併任）

（～平成５年３月） 

平成４年12月 国立天文台理論天文学研究系教授

平成４年12月 国立天文台理論天文学研究系研究

主幹（～平成８年３月） 

平成６年４月 国立天文台天文学データ解析計算

センター長（～平成８年３月） 

平成６年４月 総合研究大学院大学教授数物科学

研究科（併任）（～平成16年３月）

平成８年４月 国立天文台企画調整主幹（～平成

16年３月） 

平成10年４月 国立天文台天文情報公開センター

長事務取扱（～平成10年５月） 

平成11年４月 国立天文台理論天文学研究系研究

主幹事務取扱（～平成11年９月）

平成11年４月 核融合科学研究所教授理論・シミ

ュレーション研究センター（併任）

（～平成13年３月） 

平成16年４月 国立天文台副台長（～平成18年３

月） 

平成16年４月 自然科学研究機構国立天文台教授

理論研究部 

平成16年４月 総合研究大学院大学担当教授物理

科学研究科（～平成18年３月） 

平成17年４月 自然科学研究機構国立天文台４次

元デジタル宇宙プロジェクト室長



7 

（併任）（～平成18年３月） 

平成18年４月 自然科学研究機構国立天文台長・

副機構長（～平成24年３月） 

平成18年４月 総合研究大学院大学物理科学研究

科天文学専攻長 

平成21年４月 自然科学研究機構理事（～平成24

年３月） 

平成24年４月 自然科学研究機構理事（非常勤）

（～現在） 

 

理 事 

（非常勤） 

 

 

 

岡田 清孝 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成25年4月1日） 

昭和50年11月 東京大学理学部助手 

昭和61年７月 岡崎国立共同研究機構基礎生物学

研究所細胞生物学研究系助手 

平成元年４月 岡崎国立共同研究機構基礎生物学

研究所細胞生物学研究系助教授 

平成元年５月 岡崎国立共同研究機構基礎生物学

研究所細胞生物学研究系形質統御

実験施設助教授 

平成７年３月 京都大学理学部教授 

平成７年４月 京都大学大学院理学研究科教授 

平成19年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構副機構長・基礎生物学研究

所長 

平成22年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構理事・副機構長・基礎生物

学研究所長（～平成25年３月31）

平成25年４月 大学共同利用機関法人自然科学研

究機構理事（非常勤）・新分野創成

センター長（～現在） 

 

監 事 

(非常勤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武田  洋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成22年4月1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和43年４月 伊藤忠電子計算サービス株式会社

（～昭和58年3月） 

昭和62年４月 法政大学計算センター助教授 

昭和63年４月 法政大学計算センター教授 

平成６年４月 法 政 大 学 計 算 セ ン タ ー 所 長

（～平成８年３月） 

平成７年４月 法政大学工学部教授（～平成19年

３月） 

平成８年４月 法政大学大学院工学研究科長

（～平成９年３月） 

平成11年４月 法政大学総合情報センター所長

（～平成12年３月） 

平成14年４月 法政大学工学部長（～平成15年３

月） 

平成17年４月 法政大学常務理事（～平成20年３

月） 

平成19年４月 法政大学デザイン工学部教授

（～平成20年３月） 
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平成20年４月 自然科学研究機構監事（～平成22

年３月） 

平成22年４月 自然科学研究機構監事（非常勤）

（～現在） 

 

監 事 

(非常勤) 

 

 

竹俣 耕一 

 

 

平成26年４月１日～ 

平成28年３月31日 

（平成24年4月1日） 

昭和51年４月 株式会社東海銀行入行 

昭和60年10月 監査法人サンワ事務所 

平成３年10月 竹俣公認会計士事務所開設 

平成４年７月 野村・竹俣会計事務所開設 

平成17年７月 野村・竹俣会計事務所を税理士法

人レクス会計事務所に改組税理士

法人レクス会計事務所代表社員

（～現在） 

平成24年４月 自然科学研究機構監事（非常勤）

（～現在） 

 

 

１１．教職員の状況（平成26年5月1日現在、任期付教職員を含む。） 

教員 1,008人（うち常勤582人、非常勤426人） 

職員 828人（うち常勤372人、非常勤456人） 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で46人（5.1％）増加しており、平均年齢は43.7歳（前年度43.5歳）となって

いる。このうち、国からの出向者は47人、地方公共団体及び民間からの出向者は0人である。 
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Ⅲ 財務諸表の概要  

１． 貸借対照表（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（単位：百万円） 

 

 

 

２． 損益計算書（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（単位：百万円） 

 

金額 金額

固定資産 112,123            固定負債 37,916              
有形固定資産 107,545            資産見返負債 35,673              
土地 28,839              引当金 －

建物 59,457              退職給付引当金 －

減価償却累計額 25,955           その他の引当金 －

減損損失累計額 114                その他の固定負債 2,243                
構築物 3,230                流動負債 12,663              
減価償却累計額 2,249             未払金 9,600                

工具器具備品 140,667            その他の流動負債 3,063                
減価償却累計額 104,757         50,580              
減損損失累計額 295                

その他の有形固定資産 8,722                資本金 75,038              
その他の固定資産 4,577                政府出資金 75,038              

資本剰余金 1,755             
流動資産 12,270              利益剰余金 530                   

現金及び預金 10,891              
その他の流動資産 1,379                

73,813              
124,393            124,393            

資産の部 負債の部

資産合計 負債純資産合計

負債合計

純資産の部

純資産合計

金額

経常費用（Ａ） 39,406                
業務費 36,965                
教育経費 4                         
大学院教育経費 174                     
研究経費 3,687                  
共同利用・共同研究経費 18,227                
教育研究支援経費 2,865                  
人件費 10,033                
その他 1,973                  

一般管理費 2,395                  
財務費用 32                       
雑損 11                       

経常収益（Ｂ） 39,288                
運営費交付金収益 26,922                
その他の収益 12,365                

臨時損益（Ｃ）  0
当期純利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ） 117                  
目的積立金取崩（Ｄ） 64                       
当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 53                    
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３． キャッシュ・フロー計算書（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（単位：百万円） 

 
 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（単位：百万円） 

 
 

（注）勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照。また、金額については百万円未満 

切捨てにより作成。 

  

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 5,267                 
原材料、商品又はサービスの購入による支出 16,784            
人件費支出 10,061            
その他の業務支出 2,210              
運営費交付金収入 30,479               
その他の収入 3,845                 
国庫納付金の支払額 －

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 5,164              
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） 2,193              
Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ） 13                   
Ⅴ資金増加額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 2,102              
Ⅵ資金期首残高（Ｆ） 12,994               
Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ） 10,891               

金額

Ⅰ業務費用 36,120               
損益計算書上の費用 39,522               
（控除）自己収入等 3,402               

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 4,392                 
Ⅲ損益外減損損失相当額 －

Ⅳ損益外利息費用相当額 12                      
Ⅴ損益外除売却差額相当額 1                        
Ⅵ引当外賞与増加見積額 50                      
Ⅶ引当外退職給付増加見積額 359                  
Ⅷ機会費用 542                    
Ⅸ（控除）国庫納付額 －

Ⅹ国立大学法人等業務実施コスト 40,760               



11 

５．財務情報  

（１）財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成 26 年度末現在の資産合計は前年度比 5,782 百万円（4.4%）減の 124,393 百万円となっ

ている。（以下、特に断らない限り前年度比・合計） 

主な増加要因としては、超大型望遠鏡 TMT 計画に係る 30m 望遠鏡構造の詳細設計などによ

り建設仮勘定が 2,324 百万円（63.8%）増の 5,965 百万円となったこと、超大型望遠鏡 TMT 計

画に係る分担金が増加したことなどにより前払費用が 485 百万円（144.5%）増の 821 百万円

となったことなどが挙げられる。 

主な減少要因としては、減価償却が進んだことなどにより工具器具備品が 4,755 百万円

（11.7%）減の 35,614 百万円、建物が 1,693 百万円（4.8%）減の 33,387 百万円となったこと、

前年度末が納期となっていた大型契約に係る支払を行ったことなどにより現金及び預金が

2,102 百万円（16.1%）減の 10,891 百万円となったことなどが挙げられる。 

 

（負債合計） 

平成 26 年度末現在の負債合計は 5,863 百万円（10.3%）減の 50,580 百万円となっている。 

主な増加要因としては、超大型望遠鏡 TMT 計画に係る 30m 望遠鏡構造の詳細設計などによ

り建設仮勘定見返施設費が 2,125 百万円（371.6%）増の 2,696 百万円となったことなどが挙げ

られる。 

主な減少要因としては、減価償却等が進んだことなどにより資産見返運営費交付金が 2,072

百万円（8.8%）減の 21,424 百万円、資産見返物品受贈額が 1,834 百万円（38.9%）減の 2,879

百万円となったこと、前年度末が納期となっていた大型契約に係る支払を行ったことなどによ

り未払金が 2,250 百万円（18.9%）減の 9,600 百万円となったことなどが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

平成 26 年度末現在の純資産合計は 81 百万円（0.1%）増の 73,813 百万円となっている。 

主な増加要因としては、施設費による核融合科学研究所中性粒子入射加熱装置４号機（高圧

直流電源）の取得や生理学研究所超高磁場（7 テスラ）ヒト用磁気共鳴断層画像解析装置の取

得などにより資本剰余金が 4,390 百万円（13.7%）増の 36,271 百万円となったことが挙げられ

る。 

主な減少要因としては、特定償却資産の研究教育用建物の減価償却等により損益外減価償却

累計額が 4,174 百万円（12.4%）増の 37,791 百万円となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

平成 26 年度の経常費用は 1,944 百万円（5.1%）増の 39,406 百万円となっている。 

主な増加要因としては、退職者の増加に伴う退職手当の増加などにより人件費が 1,213 百万

円（13.7%）増の 10,033 百万円となったこと、国立天文台超大型望遠鏡 TMT 計画の分担金の

増加などにより共同利用・共同研究経費が 398 百万円（2.2%）増の 18,227 百万円となったこ

と、核融合科学研究所超伝導マグネット研究棟等改修などにより一般管理費が 375 百万円

（18.5%）増の 2,395 百万円となったことなどが挙げられる。 

主な減少要因としては、受託研究等の受入額減少に伴い受託研究費が 136 百万円（6.5%）減

の 1,945 百万円となったこと、受託事業等の受入額減少などに伴い受託事業費が 74 百万円

（72.6%）減の 28 百万円となったこと、ファイナンス・リースに係る支払利息の減少などに伴
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い財務費用が 39 百万円（54.4%）減の 32 百万円となったことなどが挙げられる。 

 

（経常収益） 

平成 26 年度の経常収益は 1,639 百万円（4.3%）減の 39,288 百万円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金予算の増及び運営費交付金による資産の購入額が減少

したことに伴い運営費交付金収益が 1,775 百万円（7.0%）増の 26,922 百万円となったこと、

核融合科学研究所大型ヘリカル装置用ビーム対向壁改造の減価償却費が前年度と比して増加

したことなどにより、その見合いとして計上される資産見返運営費交付金戻入が 315 百万円

（6.2%）増の 5,392 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、受託研究等の受入額減少などに伴い受託研究費の見合いとして計上

される政府等受託研究等収益が 334 百万円（36.7%）減の 576 百万円となったこと、国から承

継した資産の償却期間が経過したため、これらの資産の減価償却費の見合いとして計上される

資産見返物品受贈額戻入が 310 百万円（14.4%）減の 1,833 百万円となったことなどが挙げら

れる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損等 116 百万円、臨時利益として資産

見返負債戻入等 116 百万円、目的積立金取崩 64 百万円を計上した結果、平成 26 年度の当期総

損益は△53 百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 3,129 百万円（37.2%）減の 5,267 百万

円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金予算が増加したことにより運営費交付金収入が 127 百

万円（0.4%）増の 30,479 百万円となったこと、預り金の減少が 173 百万円（79.8%）減の 43

百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 1,814 百万円（12.1%）

減の 16,784 百万円となったこと、人件費支出が 460 百万円（4.8%）減の 10,061 百万円とな

ったこと、補助金の受入額が減少したことにより補助金等収入が 388 百万円（40.7%）減の 565

百万円となったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 2,288 百万円（79.5%）減の△5,164 百

万円となっている。 

主な増加要因としては、施設費の受入額が増加したことにより施設費による収入が 2,281 百

万円（46.9%）増の 7,140 百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 28 百万円（1.3%）増の△2,193 百万円

となっている。 

主な増加要因としては、リース債務の利息の支払額が 39 百万円（54.3%）減の 32 百万円と

なったことが挙げられる。 
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エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成 26 年度の国立大学法人等業務実施コストは 2,318 百万円（6.0%）増の 40,760 百万円

となっている。 

増加要因は、退職者の増加に伴う退職手当の増加などによる人件費の増加等により業務費用

に係るコストが 1,598 百万円（4.5%）増の 36,965 百万円となったことである。 

 

（表）主要財務データの経年表 

（単位：百万円） 

 
  

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

資産合計 136,635          135,575          129,264          130,176          124,393          

負債合計 65,259            60,382            56,121            56,444            50,580            

純資産合計 71,375            75,193            73,142            73,731            73,813            

経常費用 33,773            36,628            35,055            37,461            39,406            

経常収益 33,989            36,566            35,343            37,649            39,288            

臨時損失 75                   68                   61                   107                 116                 

臨時利益 77                   88                   70                   107                 116                 

当期総利益（△は当期総損失） 218                 41                296                 194                 53                

業務活動によるキャッシュ・フロー 10,589            9,072              8,329              8,397              5,267              

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,996           2,684           8,755           2,876           5,164           

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,581           2,096           2,309           2,221           2,193           

資金に係る換算差額 7                      0 9                     9                     13                

資金増加額（△は資金減少額） 1,980           4,291              2,725           3,308              2,102           

資金期首残高 10,100            8,119              12,410            9,685              12,994            

資金期末残高 8,119              12,410            9,685              12,994            10,891            

国立大学法人等業務実施コスト 35,748            37,587            35,828            38,442            40,760            

 （内訳）

　業務費用 30,571            33,211            31,794            33,959            36,120            

　　うち損益計算書上の費用 33,848            36,696            35,117            37,568            39,522            

　　うち自己収入 3,277           3,485           3,323           3,608           3,402           

　損益外減価償却相当額 3,925              3,603              3,781              3,753              4,392              

　損益外減損損失累計額 － － － － －

　損益外利息費用相当額 68                   11                   11                   11                   12                   

　損益外除売却差額相当額 13                   4                     3                     19                   1                     

　引当外賞与増加見積額 8                     12                87                37                   50                   

　引当外退職給付増加見積額 302                 175              303              17                359              

　機会費用 1,161              945                 627                 678                 542                 

　（控除）国庫納付金 － － － － －
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

機構本部の業務利益は 1 百万円と、232 百万円（99.5％）の減となっている。これは、前年

度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには収益のみが計上され、費用が計上さ

れなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったことが主な要因である。 

 

国立天文台の業務損失は 9 百万円と、81 百万円（89.2％）の減となっている。これは、前年

度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには執行に伴う費用のみが計上され、収

益が計上されなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったことが主な要因である。 

 

核融合科学研究所の業務損益は△60 百万円となっている。これは、前払費用の費用化等によ

り収益を伴わない費用が生じたことが主な要因である。 

 

基礎生物学研究所の業務損失は 10 百万円と、5 百万円（34.1％）の減となっている。これ

は、前年度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには執行に伴う費用のみが計上

され、収益が計上されなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったこと並びに貯蔵品

の費用化及び前払費用の費用化等により収益を伴わない費用が生じたことが主な要因である。 

 

生理学研究所の業務損失は 3 百万円と、10 百万円（74.3％）の減となっている。これは、前

年度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには執行に伴う費用のみが計上され、

収益が計上されなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったこと並びに貯蔵品の費用

化及び前払費用の費用化等により収益を伴わない費用が生じたことが主な要因である。 

 

分子科学研究所の業務損失は 12 百万円と、13 百万円（52.5％）の減となっている。これは、

前年度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには執行に伴う費用のみが計上され、

収益が計上されなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったこと並びに貯蔵品の費用

化及び前払費用の費用化等により収益を伴わない費用が生じたことが主な要因である。 

 

岡崎共通研究施設の業務損益は 6百万円となっている。これは、国立大学会計基準の性質上、

ファイナンス・リース取引に係る費用（支払利息及び減価償却費）が次第に逓減していくこと

に対し、収益（運営費交付金収益）は一定であることにより損益が均衡しないことが主な要因

である。 

 

岡崎統合事務センターの業務損失は 29 百万円と、17 百万円（37.6％）の減となっている。

これは、前年度においては、特殊要因経費の性質上、本セグメントには執行に伴う費用のみが

計上され、収益が計上されなかったが、当期はこのような処理が発生しなかったことが主な要

因である。 

 

新分野創成センターの業務損益は 1 百万円となっている。これは、貯蔵品を計上したことが

主な要因である。 
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（表）業務損益の経年表                                    （単位：百万円） 

 

 

  

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

機構本部 78  59 28 233 1

国立天文台 92  52 292  91  9

核融合科学研究所  9  18  34 151  60

基礎生物学研究所 3  4  3  16  10

生理学研究所 2  2  1  14  3

分子科学研究所 30  6  0  26  12

岡崎共通研究施設 15 13 5  1 6

岡崎統合事務センター 0 67 2  46  29

新分野創成センター 0  0 0 － 1

合計 215  61 287 187  117
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イ．帰属資産 

機構本部の総資産は 10,493 百万円と、2,067 百万円（16.4%）の減となっている。これは、

前年度末が納期となっていた大型契約に係る支払を行ったことなどにより現金及び預金が減

少したことが主な要因である。 

 

国立天文台の総資産は 53,698 百万円と、2,235 百万円（3.9%）の減となっている。これは、

経年による資産の減価償却により減価償却累計額が増加したことが主な要因である。 

 

核融合科学研究所の総資産は 29,906 百万円と、168 百万円（0.5%）の増となっている。こ

れは、中性粒子ビーム入射加熱装置改造などの施設整備費補助金実施事業の完了に伴い工具器

具備品が増加したことが主な要因である。 

 

基礎生物学研究所の総資産は 5,758 百万円と、748 百万円（11.5%）の減となっている。こ

れは、経年による資産の減価償却により建物減価償却累計額及び工具器具備品減価償却累計額

が共に増加したことが主な要因である。 

 

生理学研究所の総資産は 4,124 百万円と、546 百万円（15.2%）の増となっている。これは、

施設整備費補助金（平成 24 年度補正予算の繰越分）により工具器具備品が増加したことが主

な要因である。 

 

分子科学研究所の総資産は 4,792 百万円と、514 百万円（9.6%）の減となっている。これは、

経年による資産の減価償却により建物減価償却累計額及び工具器具備品減価償却累計額が共

に増加したことが主な要因である。 

 

岡崎共通研究施設の総資産は 3,456 百万円と、625 百万円（15.3%）の減となっている。こ

れは、経年による資産の減価償却により建物減価償却累計額及び工具器具備品減価償却累計額

が共に増加したことが主な要因である。 

 

岡崎統合事務センターの総資産は 12,129 百万円と、302 百万円（2.4%）の減となっている。

これは、経年による資産の減価償却により建物減価償却累計額及び工具器具備品減価償却累計

額が共に増加したことが主な要因である。 

 

新分野創成センターの総資産は 33 百万円と、1 百万円（5.5%）の減となっている。れは、

経年による資産の減価償却により減価償却累計額が増加したことが主な要因である。 
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（表）帰属資産の経年表                                     （単位：百万円） 

 

 

 

  

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

機構本部 10,650 12,785 9,201 12,561 10,493

国立天文台 61,320 60,225 58,143 55,933 53,698

核融合科学研究所 34,013 30,494 29,858 29,737 29,906

基礎生物学研究所 5,919 5,694 5,865 6,507 5,758

生理学研究所 2,518 3,113 3,766 3,577 4,124

分子科学研究所 5,623 5,890 5,524 5,307 4,792

岡崎共通研究施設 3,746 5,032 4,861 4,082 3,456

岡崎統合事務センター 12,816 12,325 12,014 12,432 12,129

新分野創成センター 26 14 26 35 33

合計 136,635 135,575 129,264 130,176 124,393
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③ 目的積立金の申請状況及び使途内訳等 

当期総損失が 53 百万円となっているため、中期計画の剰余金の使途において定めた重点研

究の推進に充てる目的積立金への申請はしておりません。 

 

 

（２）施設等に係る投資等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

【すばる望遠鏡システム機能更新】 

すばる望遠鏡システム機能更新（取得原価 415 百万円） 

【三鷹（天文台）基幹・環境整備（外構）】 

三鷹（天文台）基幹・環境整備（外構）（取得原価 111 百万円） 

【中性粒子ビーム入射加熱装置改造】 

中性粒子入射加熱装置４号機（高圧直流電源）（取得原価 867 百万円） 

中性粒子入射加熱装置４号機（汎用真空容器）（取得原価 500 百万円） 

【トリチウム除去装置】 

排気ガス処理システム（取得原価 604 百万円） 

トリチウム総発生率監視装置（取得原価 224 百万円） 

トリチウム総発生量絶対値監視装置（取得原価 69 百万円） 

【（明大寺）分子研研究棟３階空調設備等改修工事】 

（明大寺）分子研研究棟３階空調設備等改修工事（取得原価 16 百万円） 

【（明大寺）エネルギーセンター棟冷却塔取替等工事】 

（明大寺）エネルギーセンター棟冷却塔取替等工事（取得原価 14 百万円） 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等 

該当なし 

 

③ 当事業年度に処分した主要施設等 

該当なし 

 

④ 当事業年度において担保に供した施設等 

該当なし 
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（３）予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 

 
（単位：百万円） 

 

（注１）運営費交付金収入については、予算段階で予定していなかった前年度からの繰越しなどにより、予算額に比し

て決算額が 784 百万円多額となっています。 

（注２）補助金等収入及びその他支出については、「３０ｍ光赤外線望遠鏡（ＴＭＴ）計画の推進」事業において、不測

の事故（地震による物品の納入遅延等）により翌年度に繰り越したことなどにより、補助金等収入は予算額に

比して決算額が 214 百万円、寄附金の執行額が見込みより少額であったことなどにより、その他支出は予算額

に比して決算額が 877 百万円それぞれ少額となっています。 

（注３）その他収入については、寄附金の執行額が見込みより少額であったことなどにより、予算額に比して決算額が

385 百万円少額となっています。 

（注４）教育研究経費については、年度途中において特別運営費交付金（「機構長のリーダーシップの発揮」を更に高め

るための特別措置枠）が措置されたこと及び自己収入が予算より多くなったことなどにより、予算額に比して

決算額が 109 百万円多額となっています。  

 

予算 決算 予算 決算 予算 決算
37,556 36,396 39,155 38,879 36,996 36,742
29,423 29,423 29,944 30,594 29,994 29,978
4,648 3,194 5,629 4,846 3,132 3,123
3,485 3,779 3,582 3,440 3,870 3,641

37,556 35,115 39,155 37,242 36,996 35,583
29,584 28,797 30,112 29,537 30,204 29,337

- - - - - -
7,972 6,318 9,043 7,705 6,792 6,246

- 1,281 - 1,637 - 1,159

予算 決算 予算 決算
43,570 40,336 42,719 42,856
30,922 30,962 31,135 31,919 （注１）
9,004 5,688 7,766 7,502 （注２）
3,644 3,684 3,818 3,433 （注３）

43,570 38,767 42,719 41,953
31,076 29,792 31,307 31,416 （注４）

- - - -
12,494 8,975 11,412 10,535 （注２）

- 1,568 - 903

収入－支出

区分
平成２５年度

　運営費交付金収入
　補助金等収入

収入

　その他支出

収入－支出

平成２６年度

　一般管理費

　その他収入
支出
　教育研究経費

平成２３年度

収入

差額理由

　その他支出

　運営費交付金収入

区分
平成２２年度

　補助金等収入
　その他収入
支出
　教育研究経費
　一般管理費

平成２４年度
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Ⅳ 事業の実施状況  

（１）財源構造の概略等 

本機構の経常収益は 39,288 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 26,922 百万円（68.5%（対

経常収益比、以下同じ））、資産見返負債戻入 8,431 百万円（21.4%）、受託研究等収益 1,954 百万円

（4.9%）となっている。 

 

 

（２）財務データ等と関連付けた事業説明 

ア．機構本部 

機構本部セグメントは、各機関の重複業務を避け機構として効率的な業務運営を行うため、共

通的な業務の取りまとめを行うとともに、経営協議会、教育研究評議会、役員会等の機構運営に

重要な会議を開催した。また、資産の有効活用の観点から、学術研究の動向等から当該機関で使

用の見込みのなくなった施設について、機構全体での有効利用を図るため、国立天文台野辺山地

区の職員宿舎等を研修施設に転用した「自然科学研究機構野辺山研修所」を運営するとともに、

国立天文台乗鞍コロナ観測所、生理学研究所伊根実験室から転用した「自然科学研究機構乗鞍観

測所」及び「自然科学研究機構伊根実験室」両施設の共同利用を引き続き行った。 

 

機構本部セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,183 百万円（92.2%（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、寄附金収益 0 百万円（0.0%）、その他 99 百万円

（7.7%）となっている。また、事業に要した経費は、研究経費 52 百万円、共同利用・共同研究

経費 14 百万円、教育研究支援経費 14 百万円、人件費 874 百万円、一般管理費 325 百万円、雑

損 0 百万円となっている。 

 

イ．国立天文台 

国立天文台セグメントは、平成 26 年度においては、4 研究部、15 プロジェクト室、3 センタ

ー、研究力強化戦略室、国際連携室、人事企画室、安全衛生推進室及び事務部により構成されて

おり、天文学及びこれに関連する分野の研究、天象観測並びに暦書編製、中央標準時の決定及び

現示並びに時計の検定に関する事務を目的としている。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた広範な天文学分野において、大型観測装置

や各観測装置を共同利用に供し、それらを用いた観測的研究、高速計算機を用いたシミュレーシ

ョン解析も含んだ理論的研究を推進するとともに、新たな観測装置やソフトウェアの開発研究の

推進の実現のため、日米欧が共同でチリ・アタカマ高地に建設した「アルマ計画」の推進、ハワ

イ観測所における「すばる望遠鏡」及び野辺山宇宙電波観測所における「45m 電波望遠鏡」によ

る観測的研究並びに、水沢 VLBI 観測所における国内 VLBI 網による観測、東アジア VLBI 観測

網構築及び大学間連携の光・赤外線望遠鏡による研究教育拠点ネットワークの構築等を実施した。

また、ハワイ・マウナケア山頂に口径 30m 光学赤外線望遠鏡を日本、米、カナダ、中国、インド

の 5 カ国が国際共同により建設を目指す超大型望遠鏡 TMT 計画の準備を進めた。 

このうち「アルマ計画」については、66 台すべてのアンテナが稼働をはじめており、ハッブル

宇宙望遠鏡を遥かに超える「視力 2000」に相当する超高解像度を達成した。これにより、生まれ

たばかりの若い星を取り巻く原始惑星系円盤の撮影に成功し、複数の同心円状の円盤の空隙を発

見した。また、宇宙最大規模の爆発現象である「ガンマ線バースト」が発生した銀河において、

史上初めて分子ガスが放つ電波の検出に成功した。 

ハワイ観測所では、すばる望遠鏡により、宇宙初期に突然現れた銀河の発見、ガリレオ衛星の

木星食中の発光現象の発見、新星爆発によるリチウム合成の発見等の成果を挙げた。また、系外

惑星・円盤直接観測プロジェクト SEEDS を推進し、新しい惑星の確認と円盤の詳細構造を解明
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するなど、国際的に高く評価される研究が実施され、128 編の研究論文が出版された。 

超大型望遠鏡 TMT 計画は、5 月に 5 カ国 7 機関により TMT 国際天文台を設立し、10 月に建

設を開始した。日本は、担当する望遠鏡本体の詳細設計、主鏡鏡材の製作、主鏡の研削加工及び

2 つの観測装置の担当箇所の開発を進めた。 

その他、野辺山電波観測所等の他プロジェクトにおいても、円滑に共同利用観測等の事業を実

施した。 

 

国立天文台セグメントの事業の実施財源は、運営費交付金収益 11,223 百万円（70.0%（当該セ

グメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 79 百万円（0.4%）受託事業等収益

3 百万円（0.0%）、寄附金収益 28 百万円（0.1%）、その他 4,686 百万円（29.2%）となっている。

また、事業に要した経費は、大学院教育経費 50 百万円、研究経費 445 百万円、共同利用・共同

研究経費 10,116 百万円、教育研究支援経費 972 百万円、受託研究費 79 百万円、受託事業費 3 百

万円、人件費 3,506 百万円、一般管理費 848 百万円、財務費用 3 百万円、雑損 5 百万円となって

いる。 

 

ウ．核融合科学研究所 

核融合科学研究所セグメントは、研究部（ヘリカル研究部 7 研究系、1 研究センター）、技術

部、管理部より構成されており、研究部 7 研究系を横断して 3 つの研究プロジェクトを設置して

いる。 

我が国独自のアイデアに基づく超伝導コイルを用いたヘリカル磁場方式の大型実験装置（大型

ヘリカル装置（以下「LHD」という。））を用いたプラズマの閉じ込め研究を行うことで、将来の

炉心プラズマの実現に必要な、1 億度を超える定常プラズマに関わる物理的、工学的研究課題の

解明を目指している。 

平成 26 年度においては、年度計画で定めた、LHD におけるプラズマを高性能化するための機

器整備や、電子及びイオン温度の同時向上・定常プラズマの高性能化を目指した実験の実施、核

融合プラズマ閉じ込めの物理機構の解明に向けたシミュレーションコードのさらなる拡張・高精

度化、プロジェクト間の連携強化による原型炉の基本設計を進める等について、LHD 計画プロ

ジェクト（ヘリカル磁場方式の物理及び環状プラズマの総合的理解に向けて共同研究を活用した

学術研究を推進）、数値実験炉研究プロジェクト（核融合プラズマ閉じ込めの物理機構解明とそ

の体系化及び数値試験炉の構築を目指す）、核融合工学研究プロジェクト（核融合炉設計の高度

化研究を進めるとともに基礎となる学際領域の研究拡充を図る）を中心に事業を実施した。 

このうち、LHD 計画プロジェクトについては、LHD の性能を最大限に発揮させることで、最

高電子温度 1 億 2000 万度を達成し、またイオン温度及び電子温度が同時に 7,000 万度以上とな

るプラズマの生成に成功し、核融合エネルギーの実現に一歩近づく学術的成果をあげることがで

きた。 

また、核融合工学研究プロジェクトについては、高温超伝導導体で世界最高の電流 10 万アン

ペアを絶対温度 20K で 1 時間通電に成功し、低抵抗接続部の機械強度の確保への見通しを得た。  

 

核融合科学研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 7,660 百万円

（71.3%（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 27 百万円（0.2%）、

受託事業等収益 11 百万円（0.1%）、寄附金収益 36 百万円（0.3%）、その他 2,996 百万円（27.9%）

となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 2 百万円、大学院教育経費 19 百万円、研

究経費 451 百万円、共同利用・共同研究経費 6,526 百万円、教育研究支援経費 1,136 百万円、受

託研究費 27 百万円、受託事業費 11 百万円、人件費 1,993 百万円、一般管理費 599 百万円、財務

費用 23 百万円、雑損 0 百万円となっている。 
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エ．基礎生物学研究所 

基礎生物学研究所セグメントは、7 領域（細胞生物学領域、発生生物学領域、神経生物学領域、

進化多様性生物学領域、環境生物学領域、理論生物学領域、イメージングサイエンス研究領域）、

4 研究施設（モデル生物研究センター、生物機能解析センター、IBBP センター及び新規モデル

生物開発センター）により構成されており、生命現象の基本的原理に関する総合的研究を行い、

卓越した国際研究拠点として基礎生物学分野、特に、細胞生物学、発生生物学、進化多様性生物

学、神経生物学、環境生物学等の基盤研究を更に発展させ、独創的で世界を先導する研究を推進

し、共同研究・研究集会などを通じて、我が国の基礎生物学研究領域の発展に尽力することを目

的としている。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた教育研究等の質の向上に関する目標等の実

現のため、国内外の基礎生物学分野の発展を推進するための世界的な研究拠点として、関連する

様々な基礎研究分野における最先端の研究の推進、その研究資源を用いた共同研究と共同利用の

推進を行うとともに、「モデル生物解析のための共同利用研究システムの形成」、「モデル生物を

用いた環境適応戦略の解明を目指す次世代ゲノム研究」、「自然科学研究における国際的学術拠点

の形成（モデル生物による環境応答研究の国際的学術拠点の形成）」、「大学間連携による新規モ

デル生物の開発拠点形成」、「NIBB コンファレンス」開催、「ゲノムインフォマティクス・トレー

ニングコース」、「メダカのバイオリソースプロジェクト（NBRP 中核機関）」等の事業を行った。 

また、特に年次計画に掲げる共同利用等に関する目標を達成するための措置として、研究支援

施設の整備・再構築の一環として設備等の整備を重点的に行った。 

さらに、全国の大学等と連携して生物遺伝資源のバックアップ体制を構築し、動物、植物、微

生物等の生物遺伝資源を安定的に保存・管理することで貴重な生物遺伝資源の毀損・消失を回避

するための「大学連携バイオバックアッププロジェクト」を引き続き実施するとともに、長期保

存技術が確立されていない生物遺伝資源をバックアップするための保存技術開発を目的とした

「生物遺伝資源新規保存技術開発共同利用研究」を実施した。 

 

基礎生物学研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,492 百万円

（61.4％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 221百万円（9.1％）、

寄附金収益 34 百万円（1.4％）、その他 679 百万円（27.9％）となっている。また、事業に要し

た経費は、大学院教育経費 34 百万円、研究経費 801 百万円、共同利用・共同研究経費 507 百万

円、受託研究費 221 百万円、人件費 871 百万円、一般管理費 2 百万円、財務費用 0 百万円、雑損

0 百万円となっている。 

 

オ．生理学研究所 

生理学研究所セグメントは、6 研究系（分子生理研究系、細胞器官研究系、生体情報研究系、

統合生理研究系、大脳皮質機能研究系、発達生理学研究系）、4 施設（行動・代謝分子解析センタ

ー、多次元共同脳科学推進センター、脳機能計測・支援センター、情報処理・発信センター）に

より構成されており、人体の生命活動の総合的な解明を目的とした人体基礎生理学研究機関とし

て唯一の大学共同利用機関である。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた教育研究等の質の向上に関する目標等の実

現のため、国内外の生理学の発展を推進するための世界的な研究拠点として、関連する様々な基

礎研究分野における最先端の研究の推進、その研究資源を用いた共同研究と共同利用の推進を実

施した。また、「統合ニューロイメージングシステムによる生体機能解析共同利用実験」、「ヒトと

モデル動物の統合的研究による社会性の脳神経基盤の解明」、「日米科学技術協力による脳機能の

要素的基礎と統合機構の解明」、「脳科学推進のための異分野連携研究開発・教育中核拠点の形成」、

「自然科学研究における国際的学術拠点の形成（機能生命科学における揺らぎと決定、脳神経情
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報の階層的研究）」、「ニホンザルのバイオリソースプロジェクト（NBRP 中核機関）」、「独創性の

高いモデル動物の開発（脳科学研究戦略推進プログラム研究開発拠点整備事業中核拠点）」等の

事業をはじめ次年度以降の共同研究・共同利用実験のための設備の維持・拡充のための整備など

を重点的に行った。 

 

生理学研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,302 百万円（55.2％

（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 512 百万円（21.7％）、受

託事業等収益 1 百万円（0.0％）、寄附金収益 52 百万円（2.2％）、その他 490 百万円（20.7％）

となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 1 百万円、大学院教育経費 33 百万、研究

経費 475 百万円、共同利用・共同研究経費 346 百万円、教育研究支援経費 2 百万円、受託研究費

512 百万円、受託事業費 1 百万円、人件費 980 百万円、一般管理費 3 百万円、財務費用 0 百万

円、雑損 5 百万円となっている。 

 

カ．分子科学研究所 

分子科学研究所セグメントは、4 研究領域（理論・計算分子科学研究領域、光分子科学研究領

域、物質分子科学研究領域、生命・錯体分子科学研究領域）、5 施設（極端紫外光研究施設、分子

制御レーザー開発研究センター、機器センター、協奏分子システム研究センター及び装置開発室）

により構成されており、物質の基礎である分子の構造とその機能に関する実験的研究並びに理論

的研究を行うとともに、化学と物理学の境界から更には生命科学にまでまたがる分子科学の研究

を推進するための中核として、広く研究者の共同利用に供することを目的としている。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた教育研究等の質の向上に関する目標等を達

成するため、国内外の分子科学の発展を推進するための世界的な研究拠点として、関連する様々

な基礎研究分野における最先端の研究の推進、その研究資源を用いた共同研究と共同利用の推進

を行うとともに、「卓越した機能をもつ分子系の創成」、「低エネルギー放射光を中心とした光科

学研究の推進」、「大学連携研究設備ネットワークによる設備相互利用と共同研究の促進」、「自然

科学研究における国際的学術拠点の形成（シミュレーションによる「自然科学における階層と全

体」に関する新たな学術分野の開拓、分子科学国際共同研究拠点の形成）」、「ナノテクノロジー・

プラットフォーム事業」、「光・量子科学研究拠点形成（融合光新創成ネットワーク）」等の事業を

実施した。 

また、明大寺地区の南実験棟 3階に、協奏分子システム研究センターに属する研究者を集約し、

ヒト・もの・情報の交流を統合・活発化させて分野横断的な研究活動をより促進するための拠点

整備を完了した。 

 

分子科学研究所セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,942 百万円（52.4％

（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 953 百万円（25.7％）、受

託事業等収益 11 百万円（0.3％）、寄附金収益 33 百万円（0.9％）、その他 762 百万円（20.5％）

となっている。また、事業に要した経費は、大学院教育経費 35 百万円、研究経費 1,116 百万円、

共同利用・共同研究経費 616 百万円、受託研究費 953 百万円、受託事業費 11 百万円、人件費 976

百万円、一般管理費 4 百万円、財務費用 1 百万円、雑損 0 百万円となっている。 

 

 

キ．岡崎共通研究施設 

岡崎共通研究施設セグメントは、岡崎統合バイオサイエンスセンター、計算科学研究センター、

動物実験センター、アイソトープ実験センターにより構成されており、岡崎地区の 3 研究所（基

礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所）の共通研究施設として基礎生物科学、生理科

学、分子科学などの学際領域にまたがる諸問題に対し、総合的な観点から 3 研究所との緊密に連
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携し研究展開を図ることを目的としている。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた教育研究等の質の向上に関する目標等を達

成するため、関連する様々な基礎研究分野における最先端の研究の推進、その研究資源を用いた

共同研究と共同利用の推進を行った。 

また、岡崎統合バイオサイエンスセンターにおいては、「生命システムのダイナミクスに迫る超

階層多次元戦略」及び「次世代の生命科学研究を牽引する創発型連携研究拠点の形成」等の事業

を行った。 

 

岡崎共通研究施設セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 1,162 百万円

（85.9％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 51 百万円（3.8％）、

寄附金収益 26 百万円（1.9％）、その他 111 百万円（8.2％）となっている。また、事業に要した

経費は、研究経費 212 百万円、共同利用・共同研究経費 36 百万円、教育研究支援経費 731 百万

円、受託研究費 51 百万円、人件費 309 百万円、一般管理費 0 百万円、財務費用 3 百万円、雑損

0 百万円となっている。 

 

ク．岡崎統合事務センター 

岡崎統合事務センターセグメントは、2 部（総務部、財務部）、5 課（総務課、国際研究協力課、

財務課、調達課、施設課）により構成されており、岡崎地区（基礎生物学研究所、生理学研究所、

分子科学研究所、岡崎共通研究施設）の事務を一括して処理することを目的としている。 

平成 26 年度においては、年度計画において定めた業務運営の改善及び効率化に関する目標を

達成するため、事務等の効率化・合理化に関する検討、労働安全衛生対策等の事業を行った。 

 

岡崎統合事務センターセグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 867 百万円

（68.4％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、受託研究等収益 70 百万円（5.5％）、

寄附金収益 3 百万円（0.2％）、その他 326 百万円（25.7％）となっている。また、事業に要した

経費は、研究経費 63 百万円、共同利用・共同研究経費 62 百万円、教育研究支援経費 8 百万円、

受託研究費 70 百万円、人件費 493 百万円、一般管理費 597 百万円、雑損 0 百万円となっている。 

 

ケ．新分野創成センター 

新分野創成センターセグメントは 3 研究分野（ブレインサイエンス研究分野、イメージング

サイエンス研究分野、宇宙における生命研究分野）で構成される。ブレインサイエンス研究分

野においては、全国の国公私立大学の脳科学研究の中核拠点として推進するブレインサイエン

スネットワークの構築を進め、新たな学問分野「ブレインサイエンス」の創成を目指してい

る。イメージングサイエンス研究分野では、自然現象の 4 次元可視化を企図するイメージング

の進展を図り、新しい学問分野「イメージングサイエンス」の創成を目指した研究を行うこと

を目的としている。さらに、平成 25 年度には、新たな学問分野「宇宙における生命（アストロ

バイオロジー）」を創成し、先端的な研究を推進することを目的とした「宇宙における生命研究

分野」を立ち上げた。 

具体的には、ブレインサイエンス研究分野については、イメージングサイエンス研究分野と

合同で、新分野創成センターシンポジウム「生命現象を全体として理解する新しい科学の創

成」(平成 27 年１月 17 日、53 名参加)を開催し、生命現象を全体として理解する科学に向け

て、大規模な計測・解析技術開発や階層を超えて生命現象を理解しようとする研究の現状と展

望について、各分野の第一線の研究者による講演及び活発な意見交換を行った。また、将来の

脳科学の研究課題・領域について若手研究者を主体に議論を行う「脳科学新分野探索フォーラ

ム」を開催し、10 名の参加を得た。さらに、霊長類の認知ゲノミクスに関する研究を支援する

ため、研究プロジェクトを 11 件推進した。 
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イメージングサイエンス研究分野については、画像取得、画像解析、数理モデル・シミュレ

ーション、可視化などの技術開発を行った。また、その支援を目指して研究プロジェクトを７

件実施した。また、全国の大学等研究機関のバイオイメージング関係者による「第二回全国大

学等バイオイメージング連携体制の今後のあり方を考える会」（平成 26 年 12 月 22 日に実施）

を開催し、ネットワークの枠組みの将来や、情報提供の拠点となるポータルサイトの設置、そ

して各施設にて個別に行われているトレーニングコースの合同開催の可能性や大規模画像デー

タストレージなど、ネットワークが果たすべき役割について意見交換を行った。 

宇宙における生命研究分野については、宇宙における生命の探査、地球外での生命の発生可

能性、生命の起源などを研究する学際領域「アストロバイオロジー」に関する 17 件の研究プロ

ジェクトを推進するとともに、海外の研究者を招聘し「宇宙における生命ワークショップ」（平

成 27 年 3 月 9 日、65 名参加）を開催し、活発な意見交換が行われた。また、同研究分野を発

展的に改組し、機構直轄の国際的共同研究拠点「アストロバイオロジーセンター」を創設する

ことを決定した。 

 

 

新分野創成センターセグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 85 百万円

（60.5%（当該セグメントにおける業務収益比））受託研究等収益 38 百万円、寄附金収益 2 百

万円、その他 14 百万円（10.2％）となっている。また、事業に要した経費は、研究経費 68 百

万円、受託研究費 29 百万円、人件費 27 百万円、一般管理費 14 百万円となっている。 

 

 

（３）課題と対処方針等 

機構本部では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費節減に努めるとともに、資金運用によ

り、自己収入の確保に努めた。 

経費の節減については、消費税に関する検証業務を複数年契約に変更するなど経費の節減に取り

組んだ。 

自己収入を確保するため、低金利の状況下において、本機構の資金を一元的に管理し、「資金管理

方針」にそって元本の安全性を確保した上で、見積もり競争により、2 百万円の運用益を得た。 

今後も、機構内事務の一元化を進め効率化を図りつつ、資金運用や外部資金の獲得等により、機

構運営に必要な予算を確保していく。 

 

国立天文台では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、受託研究

費等の外部資金の獲得や版権収入等の自己収入の獲得に努めた。また、限られた資源で効率的・効

果的に成果を上げるために、プロジェクト室等ごとに活動状況を評価し、それを勘案して資源配分

を行った。 

経費の節減については、保守等の契約について、仕様の見直しや競争入札により業務全般におい

て経費の節減に取り組んだ。 

また、外部資金の獲得については、寄附金について積極的な募金活動及び受入体制の整備を行い、

今年度は 13 百万円の収入を確保した。今後とも経費の節減並びに、積極的に競争的研究資金への

アプライや、寄附金の募集・受入体制の更なる整備などにより、引き続き外部資金の獲得に努める

とともに、活動状況の評価に基づく資源配分を行っていく。 

施設の整備については、研究・教育内容の発展等に対応した施設の高機能化や老朽化した建築設

備の機能改善を行っていく必要がある。また、適切な維持保全による建物の長寿命化を図り、環境

への配慮及び省エネルギー対策を通じて、引き続き建物のランニングコスト縮減等に取り組んでい

く。 

設備の整備については、「国立天文台研究用設備整備マスタープラン」に基づき、天文学研究の動
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向等を勘案しながら計画的に取り組んでいる。アルマ望遠鏡が運用期に移行し、次は TMT 望遠鏡

関連設備の整備に優先的に取り組んでいく。今年度においては、すばる望遠鏡の機能更新を継続し

て実施し、設備の機能改善を図った。厳しい財政事情の中、既定事業の見直し、経費縮減等により、

その財源確保に引き続き取り組んでいく。 

 

核融合科学研究所では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、受

託研究などの外部資金の獲得に努めた。 

経費の節減については、ヘリウム液化機の運用・保守業務について、契約方法及び仕様を見直す

ことなど、業務全般において更なる経費節減に取り組んだ。 

外部資金の獲得については、民間等との共同研究の受入額が対前年度比 2 百万円の増という状況

であった。 

施設の整備については、建物等の経年劣化が進んでおり、引き続き維持管理に努めるとともに、

研究体制の推進に応じた施設の機能改善・高機能化を図っていく。さらに、省エネルギー対策や環

境に配慮した整備により、ランニングコストなどの経費の節減を引き続き徹底して実施していく。 

設備の整備については、研究体制を更に発展させる観点から適正な資源配分や効率的な執行に努

めており、研究所で策定している「設備マスタープラン」の考え方に基づいて、計画的に取り組ん

でいる。また、LHD の性能を最大限に発揮できる状態に装置を維持するため、垂直中性粒子入射加

熱装置用電源更新など LHD 関連機器の整備を行った。さらに、平成 25 年度補正予算により措置

された「超伝導マグネット研究棟等改修」等の整備を完了させるなど、建物の改修や設備の整備を

進めた。引き続き既定事業の見直しや経費の節減などを進め、その財源確保に取り組んでいく。 

 

基礎生物学研究所では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外

部資金の獲得に努めた。経費の節減については、所長のリーダーシップにより施設長等を対象とし

た経費見直しのための所内ヒアリングを実施し、施設運営費等の見直しを行ったうえで重点配分を

実施した。また、外部資金の獲得については、受託研究の受入額が対前年度比 55 百万円の増とい

う状況であった。 

施設の整備については、特に経年劣化が進んでいる実験研究棟（増築部）の改修が必要となって

いる。設備の整備については、「基礎生物学研究所設備マスタープラン」に基づき、計画的に取り組

んでいる。当事業年度においては、共同利用に適した施設整備の一環として共同利用の研究設備な

どの重点的整備を行うとともに、平成 25 年度に耐震改修工事を実施した共通施設棟Ⅰの移転、機

器の整備を完了した。次年度以降についても、既定事業の見直し、経費の節減等により、その財源

確保に引き続き取り組み、設備の整備を計画的に実施していく。 

 

生理学研究所では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外部資

金の獲得に努めた。外部資金の獲得については、受託研究の受入額が対前年度比 135 百万円の増と

いう状況であった。 

施設の整備については、継続的に取り組むべき機能改善を必要とする建物もあり、引き続き、取

り組んでいく。 

設備の整備については、「生理学研究所設備マスタープラン」に基づき、計画的に取り組んでい

る。当事業年度においては、共同研究・共同利用実験を更に充実させるための研究設備の整備を重

点的に行うとともに、平成 24 年度補正予算により措置された「超高磁場（7 テスラ）ヒト用磁気共

鳴断層画像解析装置を用いた超高解像度脳情報画像化システム」の整備を完了した。次年度以降に

ついても、既定事業の見直し、経費の節減等により、その財源確保に引き続き取り組み、設備の整

備を計画的に実施していく。 

 

分子科学研究所では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外部
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資金の獲得に努めた。外部資金の獲得については、共同研究費について 6 百万円増という状況であ

った。 

施設の整備については、特に経年劣化が進んでいる装置開発棟、極低温棟及びレーザーセンター

棟の改修が必要となっている。 

設備の整備については、「分子科学研究所設備マスタープラン」に基づき、計画的に取り組んでい

る。当事業年度においては、共同研究・共同利用実験を更に充実させるための研究設備の整備を重

点的に行うとともに、今後、分子科学研究所が目指す重要課題のひとつである、多様な分子が集ま

った分子系による卓越した機能をもつ新規物質の構築及び解析評価に必要な装置や UVSOR-III 光

源・ビームラインの最適化設備を導入することなどを計画している。 

 

岡崎共通研究施設では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外

部資金の獲得に努めた。外部資金の獲得については、受託研究費について 21 百万円増という状況

であった。 

さらに、新たなる研究分野の創成を促進する環境を整えるため、次世代バイオサイエンス教育研

究棟の整備が必要となっている。また、動物実験センター棟においては、老朽化対策とともに世界

最先端の研究に見合った SPF 動物実験施設として改修、環境対策を行うことが必要となっている。 

設備の整備については、基礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所との連携を図り、整

備計画を検討することとしている。 

 

岡崎統合事務センターでは、運営費交付金の縮減に対応するため、9 件の調達契約においてリバ

ースオークションを実施するなど経費節減を図った。 

施設の整備については、明大寺地区においては老朽化し容量不足となった高圧発電機の更新、山

手地区においては都市ガスの供給途絶に備えたディーゼル発電機と燃料タンクの整備が不可欠で

ある。 

 

新分野創成センターでは、各研究分野において開催する教授会議については、客員教員及び機構

内併任教員から構成されているため、情報交換はメール等を活用し、会議もテレビ会議を活用する

など効率的な運営を行った。 

さらに、科学研究費助成事業等の外部資金の獲得に努め、ブレインサイエンス研究分野において、

科学研究費補助金『包括型脳科学研究推進支援ネットワーク』により、広く脳科学を支援する研究

活動を推進した。 

 

  



28 

Ⅴ その他事業に関する事項  

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

決算報告書参照 

（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（２）収支計画  

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

（３）資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（http://www.nins.jp/information/inform.php） 

 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし 

 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当

期交付額 

当期振替額 

期末残高運営費交

付金収益

資産見返運

営費交付金

資本 

剰余金 
小計 

平成22年度 16 - 16 - - 16 -

平成23年度 11 - - - - - 11

平成24年度 28 - 27 0 - 28 -

平成25年度 1,385 - 664 599 - 1,263 121

平成26年度  30,479 26,214 2,976 11 29,202 1,276

 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

① 平成22年度交付分 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 内           訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

運営費交付

金収益 
16

①業務達成基準を採用した事業等 

特別経費（全国共同利用・共同実施分） 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：16 

（その他の経費：16） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：なし 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

資産見返運

営費交付金 
-

資本剰余金 -

計 16
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業務達成基準を採用している事業のうち、「土地建物借料」事

業及び「移転費」事業について 16 百万円を収益化 

合計  16
 

 

② 平成24年度交付分 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 内           訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

運営費交付

金収益 
27

①業務達成基準を採用した事業等 

土地建物借料、移転費及び一般運営費交付金のうち業務達成

基準を採用した事業 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：27 

（その他の経費：27） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：0（研究機器等：0） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業務達成基準を採用している事業のうち、「土地建物借料」事

業及び「移転費」事業について、25 百万円を収益化 

また、一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業

について、1 百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
0

資本剰余金 -

計 28

合計  28  

 

 

③ 平成25年度交付分 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 内           訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

運営費交付

金収益 
664

①業務達成基準を採用した事業等 

特別経費（全国共同利用・共同実施分）、土地建物借料及び一

般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：664 

（人件費：1、その他の経費：663） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：599（研究機器等：599） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業務達成基準を採用している事業のうち、特別経費の「大型

光学赤外線望遠鏡「すばる」共同利用研究」事業ほか 4 事業に

ついて、452 百万円を収益化 

「土地建物借料」事業について、0 百万円を収益化 

また、一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業

について、計画未達分を除いた額 211 百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
599

資本剰余金 -

計 1,263

合計  1,263
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④ 平成26年度交付分 

（単位：百万円） 

区   分 金  額 内           訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

運営費交付

金収益 
8,768

①業務達成基準を採用した事業等 

特別経費（全国共同利用・共同実施分）、土地建物借料、移転

費、建物新営設備及び一般運営費交付金のうち業務達成基準を

採用した事業 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：8,768 

（人件費：579、その他の経費：8,189） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：1,610（研究機器等：1,610） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業務達成基準を採用している事業のうち、特別経費の「超高

性能プラズマの定常運転の実証」事業ほか 14 事業について、計

画未達分を除いた額 8,512 百万円を収益化 

「土地建物借料」事業、「移転費」事業及び「建物新営設備」

事業について、220 百万円を収益化 

また、一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業

について、計画未達分を除いた額 35 百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
1,610

資本剰余金 -

計 10,378

期間進行基

準による振

替額 

 

運営費交付

金収益 
16,851

①期間進行基準を採用した事業等 

業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外のすべて

の業務 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：16,851 

（人件費：8,476、その他の経費：8,374） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：1,378（研究機器等：1,378） 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業に係る

額を除いた額 16,851 百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
1,366

資本剰余金 11

計 18,230

費用進行基

準による振

替額 

運営費交付

金収益 
593

①費用進行基準を採用した事業等 

退職手当及び年俸制導入促進費 

②当該業務に係る損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：593 

（人件費：593） 

イ）自己収入に係る収益計上額：なし 

ウ）固定資産の取得額：なし 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

特別経費の年俸制導入促進費について、2百万円を収益化 

特殊要因運営費交付金で支出した退職手当について、支出した

額の運営費交付金債務591百万円を収益化 

資産見返運

営費交付金 
-

資本剰余金 -

計 593

合計  29,202
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（３）運営費交付金債務残高の明細 

① 平成23年度交付分 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生要因及び収益化等の計画 

平成23年度 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

11

①補正予算（第 1 号及び第 3 号）に係る事業 

・補正予算（第 1 号及び第 3 号）に係る事業について、当該債

務は翌事業年度以降に全額収益化する予定である。 

計 11  

 

② 平成25年度交付分 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生要因及び収益化等の計画 

平成25年度 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

121

①一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業 

・「細胞内・細胞間情報伝達の超高解像 3 次元ダイナミクス解析

に関する共同利用研究拠点整備事業」、「警備員室改築及びイン

フォメーションセンター整備事業」について、計画に基づき平

成 27 年度以降に行う業務に関する債務 121 百万円を翌事業年度

に繰越したもの、これらの事業については、翌事業年度以降に

おいて計画どおりの業務を達成できる見込みであり、当該債務

は、翌事業年度以降で収益化する予定である。 

計 121  

 

③ 平成26年度交付分 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生要因及び収益化等の計画 

平成26年度 

 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

1,269

①「「機構長のリーダーシップの発揮」を更に高めるための特別

措置枠」、「超大型望遠鏡 TMT 計画の推進」、「大型電波望遠鏡

「アルマ」による国際共同利用研究の推進」、「大型光学赤外線

望遠鏡「すばる」共同利用研究」事業 

・「「機構長のリーダーシップの発揮」を更に高めるための特別

措置枠」、「超大型望遠鏡 TMT 計画の推進」、「大型電波望遠鏡

「アルマ」による国際共同利用研究の推進」、「大型光学赤外線

望遠鏡「すばる」共同利用研究」事業について、平成 26 年度に

予定していた計画が未達となったため、910 百万円を債務とし

て翌事業年度に繰越したもの、これらの事業については、翌事

業年度において計画どおりの業務を達成できる見込みであり、

当該債務は、翌事業年度で収益化する予定である。 

②一般運営費交付金のうち業務達成基準を採用した事業 

・「ネットワーク機器更新事業」、「45m 電波望遠鏡副鏡駆動系改

修事業」、「アストロバイオロジーセンター拠点整備事業」、「高

エネルギー粒子輸送研究用機器整備業務」、「プラズマ加熱機器

整備業務」、「生物機能解析センター等の共同利用研究拠点整備
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並びに生物の環境適応戦略の解明を目指す新規解析手法開発事

業」、「分子科学研究所明大寺地区研究環境整備事業」、「岡崎バ

イオネクストプロジェクト研究教育拠点形成事業」について、

計画に基づき平成 26 年度以降に行う業務に関する債務 359 百万

円を翌事業年度に繰越したもの、これらの事業については、翌

事業年度以降において計画どおりの業務を達成できる見込みで

あり、当該債務は、翌事業年度以降で収益化する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

6

①退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降で収益化する予定

である。 

②年俸制導入促進費 

・年俸制導入促進費の執行残であり、翌事業年度以降で収益化

する予定である。 

計 1,276
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Ⅵ 関連会社及び関連公益法人等  

１．特定関連会社 

特定関連会社名 代表者名 

該当なし 
 

 

２．関連会社 

関連会社名 代表者名 

該当なし 
 

 

 

３．関連公益法人等 

関連公益法人等名 代表者名 

公益財団法人 天文学振興財団 理事長 観 山 正 見 
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表（国立大学法人等の財政状態を明らかにするため、期末日におけるすべての資産、負債

及び純資産を記載したもの） 

有形固定資産：本機構が長期にわたって使用する有形の固定資産。（土地、建物、構築物、工具器具備

品、その他の有形固定資産が該当） 

減価償却累計額：土地を除く固定資産の減価償却費（特定償却資産に係る損益外減価償却累計額を含

む）の累計額。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低下

し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで

減少させる会計処理）により生じた減損損失相当額の累計額。 

その他の有形固定資産：図書、美術品・収蔵品、車両運搬具、建設仮勘定が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権、ソフトウェア、電話加入権、特許権仮勘定、商標権仮勘

定、施設利用権、その他の無形固定資産）、投資その他の資産（長期前払費用、差入敷金・保証金、

預託金）が該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年以内に満

期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収入金、たな卸資産、前払費用、未収収益、立替金が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額と

同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返負債については、

当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に

振り替える。（資産見返運営費交付金、資産見返補助金等、資産見返寄附金、資産見返物品受贈額、

建設仮勘定見返運営費交付金、建設仮勘定見返施設費、建設仮勘定見返補助金等、建設仮勘定見返

寄附金が該当） 

その他の固定負債：退職給付引当金、資産除去債務、長期未払金（ファイナンス・リースに係る一年

超のリース債務）が該当。  

未払金： １年以内に支払い義務が確定している額。 

その他の流動負債：運営費交付金債務、預り補助金等、寄附金債務、前受受託研究費等、前受受託事

業費等、前受金、預り科学研究費補助金、預り金、未払金、未払消費税等が該当。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：本機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書（国立大学法人等の運営状況を明らかにするため、一会計期間に属するすべての費用と

これに対応するすべての収益とを記載したもの） 

業務費：本機構の業務に要した経費。 

教育経費：公開講座等に要した経費。 

大学院教育経費：総合研究大学院大学等の学生に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：研究に要した経費。 

共同利用・共同研究経費：共同利用装置、共同利用施設の利用及び関連研究分野間の共同研究や研究

集会等に係る経費。 

教育研究支援経費：図書館等、機関もしくは機構全体の教育及び研究の双方を支援するために設置さ

れている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費 

人件費：本機構の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

その他：受託研究費、受託事業費が該当。 

一般管理費：本機構の管理その他の業務を行うために要した経費。 
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財務費用：リース料のうち利息相当額。 

雑損：委託費の返還に係る支出。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

その他の収益：大学院教育収益、受託研究等収益、受託事業等収益、寄附金収益、施設費収益、補助

金等収益、資産見返負債戻入（減価償却等によるもの）、財務収益、雑益が該当。 

臨時損益：固定資産除却損、資産見返負債戻入（除売却によるもの）が該当。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書（一会計期間におけるキャッシュ・フローの状況を一定の活動区分別に

表示するもの） 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び

運営費交付金収入等の、本機構の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産の取得による支出等の将来に向けた運営基盤の確立の

ために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。リース債

務の返済による支出が該当。 

資金に係る換算差額：外国通貨及び外貨建金銭債権債務の決算時における円換算差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（国立大学法人等の業務運営に関して、国民の負担に帰せら

れるコストを表示するもの） 

国立大学法人等業務実施コスト：本機構の業務運営に関し、現在又は将来の国民の負担に帰すべきコ

スト。 

業務費用：本機構の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から自己収入等を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：収益の獲得が予定されないものとして特定された資産に係る減価償却相当額。 

損益外利息費用相当額：資産除去債務に対応する資産計上額のうち、時の経過による資産除去債務の

調整額。 

損益外除売却差額相当額：資本剰余金を減額して整理された特定償却資産に係る除却損相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当金

相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞与引当金

見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場合

の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外退職給

付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸借取引から生ずる機会

費用及び政府出資等から生ずる機会費用が該当。 

 

 


